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11..ははじじめめにに  
 
11--11..女女性性のの就就労労のの課課題題とと調調査査研研究究のの目目的的  
現在、わが国ではワーク・ライフ・バランス(以下、WLB)の推進が重要な課題となってい

る。その実現のためには、育児休業制度などの仕事と家庭の両立支援制度や保育所等の整備

に加え、短時間労働などの労働環境の弾力化が求められている。 
 企業が社員の WLB を支援することは、人材の確保・定着というメリットに加え、社員が

意欲的に仕事に取り組めるようにすることにつながり、企業にとっても有効な施策である

という理解が進んでいる。しかし、一方で、社員の WLB 支援は、女性社員のための子育て

支援や育児休業など、仕事と家庭の両立支援制度を充実することなどと誤解している企業

も少なくない(佐藤博樹・武石恵美子(2014)『ワーク・ライフ・バランス支援の課題』、東京

大学出版会、p.1)。 
 豊中市の女性の就労の状況を見ると、15 歳から 64 歳の女性の就業率は 52.1%（平成 22
年国勢調査）から 57.5%（平成 27 年国勢調査）と近年上昇しているが、女性の管理的職業

従事者割合は 1.3％（平成 27 年国勢調査）と依然低いままである 1。昨年度の調査研究（と

よなか都市創造研究所（2020）「豊中市における女性の就労に関する調査研究Ⅰ」）でも指

摘したが、豊中市の女性はかつて正社員で働いていたが、結婚や出産を経て非正規雇用で就

業していることが多いため（pp.57-58）、就業率は上昇しているが、管理職に昇進するまで

正社員で継続して就労しているケースが少ないことの現れであろう。 
 確かに、日本の育児休業等の制度は先進国の中でも整備が進んでいる 2。しかし、その制

度を活用しない社員もいる。もちろん、本人の希望で退職するケースも多いが、職場の雰囲

気や上司の理解不足が原因で育児休業等を取得できなかったというケースも存在する。あ

るいは、短時間勤務制度を取得した女性の昇進が遅れたり、子どもを持たない女性と異なる

仕事を命じられた場合、女性の就労に対するモチベーションは低下するであろう。 
 これからの社会において、女性が能力を発揮し活躍することが求められているが、その実

現のためには、仕事と育児・介護等の両立支援だけでなく、WLB を実現できる職場風土や

働き方の実現が求められる。令和 2 年度（2020 年度）の調査研究では、豊中市内の事業所

                                                   
1 政府は「社会のあらゆる分野において、令和 2 年（2020 年）までに、指導的地位に女性

が占める割合が、少なくとも 30％程度に」という目標を掲げている（平成 15 年（2003
年）6 月 20 日男女共同参画推進本部決定）。平成 30 年度（2018 年度）の時点で、課長相

当職以上の管理職に占める女性の割合は 11.8％であった。 
2 OECD 加盟国の育児休業（Parental leave）の期間は平均 35.8 週（中央値 26.0 週）に

対し日本は 44.0 週、休業前の給与に対して休業期間の給付金がどれだけを示す割合

（Paid parental and home care leave available to mother’s average payment rate
（%））は OECD 加盟国の平均で 36.3%（中央値 30.0%）に対し日本は 59.9%であり、国

際的にみて日本の育児休業制度は充実しているといえる。 
出典：OECD Family Database 
http://www.oecd.org/els/family/PF2_1_Parental_leave_systems.pdf 
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に育児休業制度がなかった」など、育児休業の制度が充実していたら、仕事を継続すること

ができたことを窺わせる結果となった。 
 また、若い女性ほど、学校卒業時の理想とその後の働き方の理想とに差があることが確認

できた。 
生活満足度については、正規雇用を継続した女性もしなかった女性も大きな差はなかっ

た。一方で、仕事満足度には差がみられた。ここから、不本意ながら正規雇用を断念したが、

育児や家事と仕事を総合的にとらえ、生活に対して満足している姿が窺われる。しかし、そ

れは本来の意味での WLB とは遠いものではないだろうか。 
  
⑤就労と子ども 

末子の年齢を 3 歳未満に限定してみたが、末子が 3 歳未満の女性の就労意欲が高いこと

や、子どもがまだ小さく、預けるところがないなどの傾向がみられた。また、正規雇用の女

性を中心に、「残業が多い」「有給休暇が十分にとれない」など、子育てと仕事の両立の難し

さが窺われる結果となった。また、WLB についてみると、育児休業などの制度は整ってい

るが、育児休業を取得するのには職場の雰囲気や上司の理解が必要という結果となった。ま

た、豊中市の取り組みにおいては、「保育所等や放課後子どもクラブの充実」「病児保育施設

や一時保育施設」等の整備などの充実を求める回答も多かった。 
 
⑥大卒以上の女性の就労 
 一般的に、大卒以上の女性は、「結婚・出産・育児」で仕事を退職した後、非正規雇用で

仕事に復帰するよりも、家事専業を選ぶ傾向が強いが、今回の調査でもその傾向を確認する

ことができた。ただし、比較的若い層では、就労意欲が高い傾向にある。既に指摘したとお

り、離職期間が長いほど、それだけ正規雇用に就くチャンスも減少することから、就業を希

望する女性にあった支援や情報提供が必要であろう。 
 
⑦配偶者・パートナーと離婚・死別した女性の就労 
配偶者・パートナーと離婚や死別した女性の経済的なリスクを探ることができた。例えば、

半数以上がひとり親世帯であり、収入が「100～200 万円未満」の女性が 30%程度おり、子

どもや高齢の親などを扶養する場合、生活が困窮することなどが考えられる。また、正規雇

用者も多く存在するが、その一方で、「給与が少ない」などの不満や「教育費や老後」など

の不安を抱えている。今後の働き方の希望として「収入を増やしたい」や「やりがいのある

仕事」をあげる女性が多い。ひとり親の女性に向けての支援策が必要であろう。 
 
⑧資格は就労に貢献するのか 
資格を持っている女性の方が年収が高い傾向にあり、また、配偶者・パートナーとの離婚・

死別後に資格を持っている女性の方が正規雇用率が高い傾向にあるなど、資格を持つこと
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で収入の面でのリスクを回避することができることが窺われる結果となった。 
 
昨年度の調査研究は女性の視点からの就労を見たものである。しかし、雇用とは雇うもの

と雇われるものの両者があって成立するものである。昨年度の調査研究は、労働を供給する

女性のみのものであり、さらに女性の就労の研究を進めるには労働を需要する企業の視点

が不可欠である。 
また、WLB とは妊娠・出産する女性だけのものではない。妊娠・出産する女性だけの WLB

が優先され、それ以外の社員の WLB が軽視された場合、取り残された社員は不満を覚え、

制度はあっても妊娠・出産した女性が育児休業等を取りにくい環境になってしまうおそれ

がある。この点を検討するために、企業全体の WLB の取り組みがどうなっているかを調査

する必要がある。 
今年度の調査研究では、労働を需要する豊中市内の事業所に質問紙調査とインタビュー

調査を行い、昨年度の研究では調査することができなかった点についてさらに調査研究を

行う。 
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22..女女性性のの就就労労のの課課題題  
 
22--11..女女性性のの労労働働力力率率  
人がどの程度働いているかを見る指標に労働力率がある。労働力率（労働人口÷15 歳以

上人口×100）は、男性では台形型の曲線を描き、20～50 歳代で労働力率が下がる年齢は

特にない。一方、女性の労働力率は出産から子育てを行うと考えられる時期に大きく下が

り、その後上昇するという M 字型の曲線を描く。近年、M 字の底は上がっているが、女性

が「働く・働かない」に出産や子育てが影響していることが考えられる。 
 また、第 1 子が 1 歳以上 15 歳未満の子どもを持つ初婚同士の夫婦についてみると（全

国）、第 1 子の出産後も就業を継続している割合は 38.3%である。図表 2-1 の数字を見ると、

「出産退職」が減り、「就職継続（育休利用）」が増える傾向にある。とはいえ、「出産退職」

も約 3 人に 1 人いる。また、第 2 子で見ると（図表 2-2）、「就業継続」は 3 割ほどにとどま

り「妊娠前から無職」が半数以上を占めている。 
 
図表 2-1 出産前有職者に係る第 1 子出産前後での就業状況 

 
（備考） 
1. 出典：国立社会保障・人口問題研究所（2016）「第 15 回出生動向基本調査（夫婦調査）」

をもとに筆者作成 
2. 第 1 子が 1 歳以上 15 歳未満の子を持つ初婚どうしの夫婦について集計 
3. 出産前後の就業経歴 

就業継続（育休利用）：妊娠判明時就業～育児休業取得～子ども 1 歳時就業 
就業継続（育休なし）：妊娠判明時就業～育児休業取得なし～子ども 1 歳児就業 
出産退職：妊娠判明時就業～子ども 1 歳時無職 
妊娠前から無職：妊娠判明時無職～子ども 1 歳児無職 

5.7% 8.1% 11.2% 15.3% 19.4% 28.3%18.4% 16.3% 13.0% 12.2% 9.5%
10.0%

37.3% 37.7% 39.3% 40.3% 42.9%
33.9%

35.5% 34.6% 32.8% 28.4% 24.0% 23.6%

3.1% 3.4% 3.8% 3.8% 4.1% 4.2%

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
90.0%

100.0%

1985～89年 1990～94年 1995～99年 2000～04年 2005～09年 2010～14年

就職継続（育休利用） 就職継続（育休なし） 出産退職

妊娠前から無職 不詳
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図表 2-2 第 2 子出産前後の女性の継続就業率 

 
（備考） 
1. 出典：国立社会保障・人口問題研究所（2016）「第 15 回出生動向基本調査」（夫婦調査）

をもとに筆者作成 
2. 第 2 子が 1 歳以上 15 歳未満の子を持つ初婚どうしの夫婦について集計 
3. 出産前後の就業経歴 

就業継続（育休利用）：妊娠判明時就業～育児休業取得～子ども 1 歳時就業 
就業継続（育休なし）：妊娠判明時就業～育児休業取得なし～子ども 1 歳児就業 
出産退職：妊娠判明時就業～子ども 1 歳時無職 
妊娠前から無職：妊娠判明時無職～子ども 1 歳児無職 

 
 昨年度の調査研究（とよなか都市創造研究所（2020）「豊中市における女性の就労に関す

る調査研究Ⅰ」）においても、30 歳代で結婚後半年の時点において「家事専業・無職」の女

性は 94 人（ｎ＝593、15.9%）、出産後半年の時点においては 237 人（ｎ＝460、51.5%）

となっており、妊娠・出産が仕事を辞める要因の一つになっていることがわかる 4。 
 
 
 
 
 

                                                   
4 豊中市の女性の労働力率については、とよなか都市創造研究所（2020）『豊中市におけ

る女性の就労に関する調査研究Ⅰ』pp.6-7 を参照。 

4.9% 8.4% 10.7% 16.0% 21.4%19.6% 14.0% 14.7% 12.2%
11.2%5.4% 6.8% 6.7% 8.8%
9.1%

67.5% 68.3% 64.9% 60.6% 56.6%

2.6% 2.5% 3.0% 2.4% 1.7%
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90.0%

100.0%

1990～94年 1995～99年 2000～04年 2005～09年 2010～14年

就職継続（育休利用） 就職継続（育休なし） 出産退職
妊娠前から無職 不詳
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 図表 2-4 の 2010-2014 年の出産前後の就業異動の状況（全国）をみると、妊娠前に正規

雇用だった女性のうち、子どもが 1 歳時点においても正規の職員であった割合は 62.1%、

その他の雇用形態に転換したのは 6.9%であり、正規の職員として就業を継続する割合が高

いことがわかる。非正規雇用についても就業を継続する割合は上昇しているが、離職する割

合は 74.8%と依然高く、就業形態の差が大きな影響を与えていることがわかる。 
 
図表 2-4 第 1 子出産前後の就業異動の状況 
（正規雇用） 

 
（非正規雇用） 

 
出典：国立社会保障・人口問題研究所（2016）「第 15 回出生動向基本調査（夫婦調査）」を

もとに筆者作成 
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上の者は男性では 18.0％、女性では 2.8%であり 6、男性に比べ女性の収入は低い。 
昨年度の調査研究（とよなか都市創造研究所（2020）「豊中市における女性の就労に関す

る調査研究Ⅰ」）をみると（正規雇用）、男性では 300 万円以下の者の割合が 5.2％、女性で

は 27.6％。700 万円以上の者は男性では 38.1％、女性では 8.6%であり、豊中市においても

男性に比べ女性の収入は低い傾向にある。 
 
22--44..管管理理職職にに就就くく女女性性のの少少ななささ  
女性の管理職は少なく、総務省の「労働力調査」によると、管理的職業従事者に占める女

性の割合は、民間企業（100 人以上）における課長職相当に女性の占める割合は 11.4％、部

長相当職に占める割合は 6.9%である 7。 
豊中市の女性の管理的職業従事者割合は 1.3％（平成 27 年国勢調査）であり、全国的に

みても低い水準にとどまっている。 
 

 
22--55..女女性性のの就就労労のの課課題題  
女性の就労の課題をまとめると、 
① 妊娠・出産を契機に仕事を辞める女性が多い 
② 出産前に非正規雇用の場合、出産後仕事をしていない女性が多い 
③ 男女間で賃金格差がある 
④ 女性が管理職についていない 
①と②について、豊中市に住む女性は妊娠・出産後に非正規雇用もしくは家事専業になる

ケースが多いが、豊中市内の事業所が雇用の受け皿になっていない可能性がある。③と④に

ついては、女性が管理職についていないため、賃金が上がりにくいという構造的な問題が指

摘できる。事業所が女性に対してどのような処遇を行っているか調査する必要がある。 
以上の点から、次章のアンケート調査とインタビュー調査では、事業所の管理職、女性の

登用、両立支援策、非正規雇用の処遇、採用方針を中心に分析を行う。 
 
 
 
 
 

 
 

                                                   
6 内閣府（2013）「男女共同参画白書平成 25 年版」 
7 内閣府（2019）「男女共同参画白書令和元年版」 
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回答した事業所の正社員数は以下のとおりである。45 事業所中、男性よりも女性の正社

員が多いのは 7 事業所（15.6%）であった。 
 

図表 3-3 正社員数（ｎ＝45） 

 

 
 回答した事業所の非正規雇用（パート、アルバイト、契約社員）の数は以下のとおりであ

る。このうち、正社員よりも非正規社員の数が多かったのは、18 事業所（40.0%）であっ

た。 
 
図表 3-4 非正規雇用数（ｎ＝45） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0人 1-10人 11-30人 31-50人 51-70人 71-100人 101-200人 201人以上
無回答・
不明

男性正社
員数

0
（0.0%）

10
（22.2%）

6
（13.3%）

6
（13.3%）

8
（17.8%）

4
（8.9%）

5
（11.1%）

5
（11.1%）

1
（2.2%）

女性正社
員数

2
（4.4%）

18
（40.0%）

13
（28.9%）

5
（11.1%）

1
（2.2%）

2
（4.4%）

1
（2.2%）

1
（2.2%）

2
（4.4%）

正社員合
計

0
（0.0%）

4
（8.9%）

8
（17.8%）

3
（6.7%）

10
（22.2%）

3
（6.7%）

9
（20.0%）

5
（11.1%）

3
（6.7%）

0人 1-10人 11-30人 31-50人 51-70人 71-100人 101-200人 201人以上
無回答・
不明

男性非正規雇
用数

3
（6.7%）

18
（40.0%）

8
（17.8%）

4
（8.9%）

3
（6.7%）

3
（6.7%）

1
（2.2%）

3
（6.7%）

2
（4.4%）

女性非正規雇
用数

6
（13.3%）

11
（24.4%）

6
（13.3%）

7
（15.6%）

3
（6.7%）

2
（4.4%）

5
（11.1%）

3
（6.7%）

2
（4.4%）

非正規雇用数
男女合計

2
（4.4%）

11
（24.4%）

7
（15.6%）

4
（8.9%）

4
（8.9%）

0
（0.0%）

11
（24.4%）

4
（8.9%）

2
（4.4%）
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図表 3-7 女性役職者の割合 
建設業、製造業、運輸業（ｎ＝16） 

 

卸売業、小売業（ｎ＝13） 

 

サービス業（ｎ＝12） 

 

女性正社員比率 30%未満（ｎ＝28） 

 

女性正社員比率 30%以上（ｎ＝15） 

 

 
 
 
 
 

0-10％未満 10-30％未満 30-50％未満 50-70%未満 70-90％未満 90-100％ 無回答
女性主
任・係長

10
（62.5%）

6
（37.5%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

女性課長
12

（75.0%）
4

（25.0%）
0

（0.0%）
0

（0.0%）
0

（0.0%）
0

（0.0%）
0

（0.0%）

0-10％未満 10-30％未満 30-50％未満 50-70%未満 70-90％未満 90-100％ 無回答
女性主
任・係長

4
（30.8%）

4
（30.8%）

3
（23.1%）

0
（0.0%）

1
（7.7%）

0
（0.0%）

1
（7.7%）

女性課長
10

（76.9%）
2

（15.4%）
0

（0.0%）
0

（0.0%）
0

（0.0%）
1

（7.7%）
0

（0.0%）

0-10％未満 10-30％未満 30-50％未満 50-70%未満 70-90％未満 90-100％ 無回答
女性主
任・係長

2
（16.7%）

4
（33.3%）

2
（16.7%）

1
（8.3%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

3
（25.0%）

女性課長
4

（33.3%）
2

（16.7%）
2

（16.7%）
0

（0.0%）
0

（0.0%）
2

（16.7%）
2

（16.7%）

0-10％未満 10-30％未満 30-50％未満 50-70%未満 70-90％未満 90-100％ 無回答
女性主
任・係長

15
（53.6%）

11
（39.3%）

1
（3.6%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

1
（3.6%）

女性課長
21

（75.0%）
6

（21.4%）
1

（3.6%）
0

（0.0%）
0

（0.0%）
0

（0.0%）
0

（0.0%）

0-10％未満 10-30％未満 30-50％未満 50-70%未満 70-90％未満 90-100％ 無回答
女性主
任・係長

0
（0.0%）

4
（26.7%）

5
（33.3%）

2
（13.3%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

4
（26.7%）

女性課長
6

（40.0%）
3

（20.0%）
1

（6.7%）
1

（6.7%）
0

（0.0%）
3

（20.0%）
1

（6.7%）
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33--77..イインンタタビビュューー  
 
今回行った豊中市内の事業に行ったアンケートでは、両立支援策、人材育成、女性の登用

などについて取り組みを進めている事業所がいくつか見られた。その中で特徴的な取り組

みの回答をした事業所の人事もしくは総務担当者にインタビュー調査を行った。 
例えば、A 事業所は「過去にひとり親を正社員で採用」し、C 事業所は「過去にひとり親

を非正規雇用で採用した」実績があった 14。B 事業所と C 事業所は女性の比率が高い事業

所である。D 事業所は「女性役職者増に対する取り組み」を数多く行っていた。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                   
14 面接時に家族に関する質問は、厚生労働省の「公正な採用選考について」に違反であり

聞くことはできないため、採用後にひとり親であることがわかった。 
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A 事業所（インタビュー日：令和 2 年（2020 年）11 月 10 日（火曜）） 
インタビューイー：管理本部人事部マネージャー 
業種 卸売・小売業 
正社員数 男性：119 人 女性：58 人 
非正規雇用数 男性：18 人 女性：108 人 

 
女女性性のの社社員員ににつついいてて  
・正社員の女性社員は 20 歳代から 50 歳代までいる。中心は 20 歳代。 
・非正規雇用の女性社員は、20 歳代（学生）と 40 歳代が多い傾向。 
女女性性のの役役職職者者ににつついいてて  
・課長相当職 1 人（営業職）。 
・女性役職者は少ないという認識。 
・管理職（副長）になるのが 40 歳くらい。育休の取得者は増えているが、管理職になる

までに退職する女性が多い。 
女女性性のの仕仕事事内内容容  
・販売促進部でエステ関連商品を扱っており、その業務課は女性が大半を占めている。 
女女性性正正社社員員のの活活躍躍ののたためめのの取取りり組組みみ  
・出産や育児休業制度、短時間勤務制度を導入。 
・女性が多い職場にはより一層の育休などに対する理解を求めているようにしている。 
・以前は女性が管理職だったのでうまくまとめていたが、今は男性が管理職で四苦八苦

している。 
ロローールルモモデデルル事事業業ににつついいてて  
・過去にロールモデル事業に取り組んだことがある。メーカーの女性活躍研修に参加す

る形で実施。現在、メーカーの研修が終わったため実施していない。 
・研修を受けた女性の中には、就業を継続している人もいれば、退職した人もいる。 
女女性性のの離離職職理理由由  
・20 歳代の退職が多い。結婚や出産以外に、会社で学んだことを活かして独立する女性

もいる。 
育育児児休休業業やや短短時時間間勤勤務務制制度度をを利利用用すするる女女性性のの処処遇遇  
・育児休業から復帰する時に、休業前の職場に戻れるわけではないという話をする。短時

間勤務を希望する場合、営業の仕事が難しい場合は他の部署を勧めることはある。元の部

署に戻りたい女性が多いので、短時間勤務制度を利用して、元の部署で働いている。 
・育児休業や短時間勤務を所得しても、昇進することはある。 
・育児休業を取得していない方からすれば一律で昇進するのはおかしいと思うかもしれ

ないし、取得する方からすれば権利として当然と思っているかもしれない。そこまで踏み
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込んで聞き取りをすることは難しい。 
短短時時間間勤勤務務のの利利用用  
・利用者はいる。 
・制度としてはないが、30 分単位で 2 時間まで取得が可能。 
WWLLBB ををすすすすめめるるたためめのの方方策策  
・男性の育児休業については、申請があれば認めるが、推進とまではいえない。中核とな

る社員が育児休業を取得すると、営業などの仕事が回らなくなってしまう。 
・フレックスタイムで仕事をすることが難しい。営業など、お客様があっての仕事なの

で、柔軟な働き方が難しい。 
・始業・終業時刻の繰上げ・繰下げも想定したが、労働時間は変わらないという結論にな

った。一緒なら普通の時間帯に取引先に行ったほうが、相手も確実にいる。 
・フレックスタイム制度など、試みはしたが、統制上の問題が生じた。 
WWLLBB のの取取りり組組みみにに対対すするる事事業業所所全全体体のの反反応応  
・WLB の取り組みに対する事業所の反応は、あまり感じない。WLB の取り組みを充実

させた場合、その対象外となる人の負担が増えてしまう。一人当たりの負担を解消するた

めの人員補充は難しい。 
育育児児休休業業のの効効果果  
・「効果なし」に回答。 
・いてほしい時に育児休業を取得されると仕事を回すうえで痛手となっている。実際に

続けて育児休業を取得されたときは困ったことになった。 
・復帰を前提にしているため、新たに採用をすることは難しい。 
ひひととりり親親世世帯帯のの女女性性のの採採用用  
・正社員、非正規雇用の両方で採用実績あり。 
・求人の条件を見て、その条件に合致する人が求職し、採用されるため、働き方は他のお

子さんを持つ女性と変わりはない。 
非非正正規規雇雇用用のの女女性性のの処処遇遇  
・就業規則に準ずる形で、非正規雇用（パート）も育児休業や介護休暇を取得することが

できる。 
・飲食業もしているため、経験のある方を採用することが多いが、未経験の方も採用して

いる。 
・本業は正社員だけでも回すことはできるが、飲食の事業には人件費のことも考えて非

正規雇用で採用している。 
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B 事業所（インタビュー日：令和 2 年（2020 年）11 月 11 日（水曜）） 
インタビューイー：管理部経理人事係係長 
業種 その他のサービス業 
正社員数 男性：20 人  女性：16 人 
非正規雇用数 男性：16 人  女性：34 人 

 
女女性性のの社社員員ににつついいてて  
・正社員は 40 歳代、50 歳代が中心。 
・非正規雇用の女性も年齢層は同じように高い。 
・新卒採用は昔からしておらず、人手不足になった際に求人をかけて募集。 
女女性性のの役役職職者者ににつついいてて  
・係長 2 人、課長 1 人。 
・「やや少ない」という認識。 
・「現時点では、必要な知識や経験、判断力を有する女性が少ない」と回答。女性は男性

のサポート役と位置付けられていたため、そのような女性は少ない。 
・営業サービス部（係長 1 人、課長 1 人）、管理部（係長 1 人）、渉外事業部（0 人）。 
女女性性のの仕仕事事内内容容  
・かつては、男性が表に立った仕事を行い、女性は男性のサポートという形が多かった。

1 年ほど前から男性と女性と区別なく仕事をしていこうという改革を行っている。 
・女性からメインの仕事をすることを希望するようになってきている。 
女女性性正正社社員員のの活活躍躍ののたためめのの取取りり組組みみ  
・正社員の年齢層が高いため、育児休業を取得する者はいないが、制度は導入している。

また、管理職を増やす取り組みを行い、実際に増えている。 
ロローールルモモデデルル事事業業ににつついいてて  
・管理職が外部研修を受けている。その研修の内容を社員におろす取り組みも行ってい

る。 
・女性自身が管理職になれていないなかで、家庭と仕事を両立させていることを知って

もらえるようにしている。 
・管理職が積極的に有給休暇を取得し、有給休暇取得に対して引け目を感じさせないよ

うにしている。 
女女性性のの離離職職理理由由  
・正社員の女性は辞めないことが多い。 
・非正規雇用の女性は、仕事の時間が読めないことがあって、辞めることが多い。 
育育児児休休業業やや短短時時間間勤勤務務制制度度をを利利用用すするる女女性性のの処処遇遇  
・子育てがひと段落した女性が正社員のため利用する女性がいない。 
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・若い非正規雇用の方で育児休業を取得したケースがある。 
短短時時間間勤勤務務のの利利用用  
・子育てがひと段落した女性が正社員のため利用する女性がいない。 
WWLLBB ををすすすすめめるるたためめのの方方策策  
・24 時間 365 日の仕事のため、フレックスタイム制度などを実施することは難しい。代

わりにシフト制で仕事を切り回ししている。 
・在宅勤務制度も人が来て初めてサービスを提供する業態なので難しい。 
・もともと、ファミリーフレンドリー的な雰囲気があるので、育児休業制度ができる以前

から、子どもの体調が悪い時などは休みやすい環境にあった。ただし、職業人としては軽

んじていた側面もある。 
WWLLBB のの取取りり組組みみにに対対すするる事事業業所所全全体体のの反反応応  
・女性に対する偏見が弱まっているように感じる。社内でも女性が表に立った仕事をし

ても抵抗感が減っているように感じる。 
・実際に女性が役職者になり、離職者も減ってきている。 
・女性の責任が増えたことで女性社員のモチベーションが上がってきている。以前は男

性からの指示待ちがあったが、自主的な働き方になってきている。 
育育児児休休業業のの効効果果  
・子育てがひと段落した女性が正社員のため利用する女性がいない。 
ひひととりり親親世世帯帯のの女女性性のの採採用用  
・採用実績あり。仕事を休むことはあるが、非常に熱心に働く女性が多いように感じる。 
非非正正規規雇雇用用のの女女性性のの処処遇遇  
・24 時間 365 日の仕事のため、シフト制で仕事を切り回しており、日曜日や年末年始は

出勤できない場合は、非正規雇用の就労形態になる。子どもが小さい場合、そのような出

勤が難しいため、正社員は難しいと考えている。 
・専門的な業務に特化した仕事をしてもらう場合もある。 
・非正規雇用の場合でも、育児休業や介護休業を取得することができる。 
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C 事業所（インタビュー日：令和 2 年（2020 年）11 月 13 日（金曜）） 
インタビューイー：事業所副店長 
業種 卸売・小売業 
正社員数 男性：9 人  女性：11 人 
非正規雇用数 男性：19 人  女性：115 人 

 
女女性性のの社社員員ににつついいてて  
・正社員は 30 歳代が中心。 
・非正規雇用は 40 歳代後半が多い。 
女女性性のの役役職職者者ににつついいてて  
・店長（1 人）、副店長（2 人）いずれも男性。 
・女性役職者が少ないという認識。 
・「将来役職者に就く可能性はあるが、現在役職に就くための在職年数を満たしていない」

「女性のほとんどが役職者になるまでに退職する」と回答。 
・結婚・出産で退職する女性が多いが、将来的にはキャリアを積めば、管理職になる可能

性は高い。会社としては、女性管理職の比率を高めようとする取り組みを行っている。 
女女性性のの仕仕事事内内容容  
・基本的に男女間で仕事の差はない。 
・正社員の場合は管理業務が含まれる。 
・非正規雇用の場合は品出しやレジ打ちなどが主な仕事になる。 
女女性性正正社社員員のの活活躍躍ののたためめのの取取りり組組みみ  
・全社的に、育児休業や短時間勤務制度、管理職比率の目標設定やロールモデルとなる女

性の育成などを実施。 
ロローールルモモデデルル事事業業ににつついいてて  
・教育担当の部署があり、また女性部長をロールモデルにして実施。まず本社機能の方か

ら行い、店舗の方に下ろしていくイメージ。 
女女性性のの離離職職理理由由  
・結婚、出産、育児が中心。 
育育児児休休業業やや短短時時間間勤勤務務制制度度をを利利用用すするる女女性性のの処処遇遇  
・試験制度により昇進。育児休業や短時間勤務制度の有無にかかわらず、合格したら昇進

するため、育児休業等の取得で昇進が遅れることはない。 
短短時時間間勤勤務務のの利利用用  
・短時間勤務の場合、その時間に見合った分の業務量を担当してもらっている。 
・小学校入学前のお子さんがいる女性が短時間勤務制度を利用していることが多い。 
WWLLBB ををすすすすめめるるたためめのの方方策策  
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・育児休業の間は補充のスタッフが他の店舗からくる。 
・労働組合からも提案があり、会社としても対応している。育児休業などの取得者がいる

ので、働きやすい職場作りなど、意識の醸成を徹底してやっている。特に女性の方は会社

に迷惑をかけてしまうのではないかと思って退職する場合もあるので、権利としてある

ことを社内報などを通じて発信している。 
・育児休業や短時間勤務を取得する男性社員も増えている。職場内結婚が多いので、男性

の方が早いシフトであれば、家に早く帰って家事をするとか、子どもの世話をするとか、

役割分担ができているのだと考えている。 
・介護や子育てなどを理由に店舗を限定する地域限定正社員制度を導入。 
WWLLBB のの取取りり組組みみにに対対すするる事事業業所所全全体体のの反反応応  
・なかなか効果として認識することが難しい。WLB を進めても営業時間は変わりないた

め、残業時間の削減につながらず、一人当たりの負担も大きくなる。 
・会社や事業所の雰囲気が良くなったため、育児休業がとりやすくなり、結果的に離職者

の減少につながったと感じている。 
育育児児休休業業のの効効果果  
・男性は「仕事での時間管理を上手に行う能力が高まる」ことに期待。 
・女性は「仕事を新しい観点から見ることができる」ことに期待。 
ひひととりり親親世世帯帯のの女女性性のの採採用用  
・地域限定社員として採用したことがある。採用する側として要望を使え面接時の希望

と合致すれば採用する。 
・託児所などがあれば、ひとり親家庭の母親とこちらの希望が合致するケースも増える

と思う。 
・土日が関係のない仕事で、保育所や託児所は年末年始に閉まるので、休まざるを得ない

ケースはある。 
非非正正規規雇雇用用のの女女性性のの処処遇遇  
・正社員の女性と比べて、仕事よりも子育てを優先する傾向にあるが、それ以外の仕事ぶ

りについては正規雇用の女性と変わりはない。 
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D 事業所（インタビュー日：令和 2 年（2020 年）11 月 13 日（金曜）） 
インタビューイー：管理部長、ほか 1 人 
業種 情報通信業 
正社員数 男性：54 人  女性：11 人 
非正規雇用数 男性：11 人  女性：1 人 

 
女女性性のの社社員員ににつついいてて  
・30 歳代が半数で中心となっている。 
・市内在住者 1 人。転勤があるため、市内在住者は少ない。 
女女性性のの役役職職者者ににつついいてて  
・課長相当職 1 人（人事総務担当）。 
・女性管理職者は「やや少ない」という認識。 
・クレーム対応の業務など、育成の難しさを感じている。 
・営業拠点には管理職は少ないが、カスタマーセンターや事務センターでは女性の管理

職がいる。 
・事業所でモチベーションの意識調査を行った際に、積極的に管理職になりたいという

女性がいなかった。管理職の業務が大変そうに見えているのかもしれない。 
女女性性のの仕仕事事内内容容  
・基本的に男性と異ならない。 
女女性性正正社社員員のの活活躍躍ののたためめのの取取りり組組みみ  
・ウェルカムバック制度の導入（かつて正社員で働き、退職し、子育てが落ち着いた後に

復職することができる制度）。 
・規則化はしていないが、配偶者の転勤に伴って、女性社員が配偶者の転勤先の土地の事

業所に異動したケースもある。 
ロローールルモモデデルル事事業業ににつついいてて  
・インタビューイー（管理部長）の直下に女性課長がいて、育成中。 
・メンター制度を導入し、新卒入社の社員に同性の 1 年先輩の人が担当する。 
女女性性のの離離職職理理由由  
・育児、配偶者の転勤が多い。 
・2 人目の出産を契機に退職する女性が多い。 
育育児児休休業業やや短短時時間間勤勤務務制制度度をを利利用用すするる女女性性のの処処遇遇  
・育児時短制度を利用する場合、帰宅時間がはかれるため、アシスタント業務に回るケー

スがある。 
・本人が希望する場合は、営業職などに配属することもある。 
・かつて、短時間勤務を取得する女性の人事評価は自動的に平均値で評価されていたが、
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現在は適正な目標を渡し、それを達成できたかどうかで評価をしている。 
短短時時間間勤勤務務のの利利用用  
・今の取得者は、育児休暇明けで短時間勤務制度を利用、小学校 6 年生まで短時間勤務

制を利用することが可能。多くの女性が小学校卒業まで継続して取得するケースが多い。 
WWLLBB ををすすすすめめるるたためめのの方方策策  
・転居を伴う転勤がある総合職と、転居を前提としない専任職の職種がある。昇格や昇給

の点で差が出てくる。 
・育児休業中の女性の代替として、近隣のスタッフに余裕のある事業所から回してもら

うか、派遣社員を採用するかだが、なかなか対応が難しいところがある。 
・女性に関しては、ウェルカムバック制度など、ライフステージに合わせた働き方を選択

できるようにしている。 
・短時間勤務については、子どもの小学校卒業まで取得が可能。小学校卒業まで継続して

取得する女性が多い。 
WWLLBB のの取取りり組組みみにに対対すするる事事業業所所全全体体のの反反応応  
・かつては、定時に帰ることができる雰囲気ではなかったが、そういうこともなくなり、

男女問わず社員のモチベーションが上がっているように感じている。 
育育児児休休業業のの効効果果  
・子育てなどを経験することでコミュニケーション能力が高まることを期待。 
ひひととりり親親世世帯帯のの女女性性のの採採用用  
・応募がなかった。 
非非正正規規雇雇用用のの女女性性のの処処遇遇  
・派遣社員を採用（年に 1 人程度採用）。 
・能力次第で派遣からキャリアを積んで直接雇用になることもある。 
・能力等は正社員と変わらないが、正社員への転換への意欲はそれほどでもない。 
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また、アンケートに回答した企業でも中途採用の件数が増え、ひとり親の母親を採用する事

業があった。採用されたひとり親の母親はサービス業で多く採用されており、ほかの社員と

比べて仕事を休むことは多いが、熱心に働いている。 
・正社員と非正規雇用とで、仕事の内容が異なる事業所と異ならない事業所がほぼ同数存

在。 
 
今回のアンケートとインタビュー調査から各事業所の WLB の工夫とその悩みどころが

見えてきた。 
A 事業所のエステ関連商品を扱う業務課では女性が大半を占めている。また、その業務課

では女性が管理職だったこともあり、女性が働きやすくなった。人ではなく、業務課がロー

ルモデルになることで組織全体にも影響を与える部分も多い。 
B 事業所では、WLB に対する取り組み以前から、ファミリーフレドリー的な雰囲気が事

業所にあり、子育てで休みがとりたいが悩んでいる女性に配慮した取り組みが行われてき

た。 
C 事情所では、スケールメリットを生かし、育児休業中の女性の代替として、他店舗から

人を回すなど取り組みが行われている。また、地域限定社員として、ひとり親の女性を採用

した実績があり、働く女性の側にとって、転勤がなく、落ち着いて子育てができることが期

待できる 16。 
D 事業所では、メンター制度を導入し、また、ウェルカムバック制度などライフステージ

に合わせた働き方が選択できるような取り組みを行っている。 
しかし、悩ましい問題もある。 
A 事業所では、育児休業取得者も昇進をすることがある。その一方で、育児休業を取得し

ている女性の代替要員がいないため、残された社員が頑張らなければいけないが、育児休業

者も昇進することで不公平な人事制度になっているのではないかという懸念を抱いていた。 
アンケートで「フレックスタイム制度」や「始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ」などの制

度を導入していない事業所があったが、A 事業所のように、試みはしたが、なかなか統制が

とれないことや顧客があって商売が成り立つので顧客の都合に合わせるため対応が難しい

問題を抱えている。 
B 事業所は、どの時間帯でも働ける人は正社員、勤務時間が限定される場合は非正規雇用

というように、働くことができる時間によって採用の区分を分けるなど、24 時間 365 日の

仕事では働く時間という点で WLB を推進することが難しい課題がある。 
WLB について、推進したい気持ちはあるが、A 事業所のように、比較的小規模の事業所

の場合、人手が足りないという問題が生まれる。そのため、男性の育児休業など、相談があ

                                                   
16 地域限定社員の場合、他の正社員と比べると、給与の面で差が生じる仕組みとなってい

る。 
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ったら会社としては案内するが、推進するとまでは言えないという本音がある。B 事業所は

ファミリーフレンドリー的な雰囲気があり、育児休業などがとりやすいが、その反面、女性

をアシスタント的な業務に固定させていたのではないかという指摘があった（現在は女性

がかつて男性がしていた仕事をするなど、この点については解消しつつある）。C 事業所の

場合、WLB を進めてはいるが、営業時間が決まっているため、残業時間の削減にはつなが

っていないという課題もある。 
女性の管理職を増やしたいという気持ちは各事業所で持っているが、管理職になるまで

に様々な経験を積まなければならず、A 事業所や C 事業所のように管理職になるまでに退

職してしまう、B 事業所のように子育て中は正社員での採用が難しい、D 事業所のように女

性では経験を積みにくい仕事が一部あるなど、それぞれの事業所で悩みごとを抱えている

ことがわかる。 
アンケートでは「仕事と生活の両立がしやすい職場の雰囲気があること」の回答が多く、

インタビューを行った事業所でもその点に気を付けていた。しかし、A 事業所のように、女

性が多い職場で男性が上司という場合、育児休業以外のマネジメントの面で男性上司が四

苦八苦しているなど、わかってはいるがなかなか難しいという問題を抱えている。 
このように、各事業所では WLB の取り組みを行いたいと思っているが、それぞれの事業

所ごとの業務があるため、一律的に WLB の取り組みを求めても実現することは難しいであ

ろう。各事業所ごとにあった WLB の取り組みを顕彰するなどし、その取り組みを各事業所

に普及させることがこれから求められるであろう。 
育児休業など様々な制度が用意されていることは重要なことであるが、それを運用する

ための仕掛けや仕組みは重要である。今回インタビュー調査を行った事業所の中には、10
年ほど前から短時間勤務制度があったが、かつては利用者に対して冷たい視線を向けたり、

人事上冷遇していたことがあった。制度があっても女性に対して冷たい処遇をした場合、育

児休業明けの女性が復帰することをためらい、また出産をしていない女性も、将来そのよう

な処遇を受けるのではないかという懸念を抱き、出産前から自身のキャリア計画を修正す

ることも考えられよう。 
制度は重要であるが、それをどう運用していくかが今後求められる。 
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44..研研究究ののままととめめ  
 
 44--11..22 年年間間のの研研究究ののままととめめ  

1 年目の研究は働く女性の立場から、2 年目の研究は女性が働く場を提供する企業の視点

から研究を進めてきた。ここではそのまとめを行う。 
 
① 女性の退職理由 

1 年目研究で、30 歳代を中心に、「結婚・出産」だけではなく、「仕事関連の理由」で初

職を退職する女性が多いことを明らかにした。2 年目研究で企業に対して「女性の退職理

由」を尋ねたところ「結婚・出産」のほうがやや多いが、「転職」で退職する女性も多か

った。1 年目研究で、「仕事関連の理由」で退職した女性の初職の就労環境が良くないこ

とを指摘した。また、日本の職業能力の開発は企業教育が中心で、企業から離れてしまう

と教育機会を失ってしまう。そのため、「結婚・出産」だけでなく、「仕事関連の理由」で

仕事を退職した女性をフォローする取り組みも求められる。 
 

② 非正規雇用の女性の就労 
1 年目研究で多くの女性が非正規雇用で働いていることを指摘した。また「今は非正規

雇用もしくは家事専業・無職だが、子育てが落ち着いたら転職・就職したい」と考えてい

る女性も多いことを指摘した。2 年目研究では、アンケートに回答した企業の多くが中途

採用を行っている。しかし、子育てが終わっている女性の多くが非正規雇用、もしくは家

事専業・無職で、業務内容や勤務条件等の働き方でミスマッチが発生している可能性があ

る。 
1 年目研究で家事専業・無職の女性（ｎ＝407）に「就業に対する不安」を尋ねたとこ

ろ、最も多かったのが「育児や介護、家庭と両立できるか」（194 票、47.7%）であった。

2 年目研究で豊中市内の多くの事業所では WLB の取り組みを行っており、家事専業・無

職の女性でも就労時には家庭と仕事の両立がしやすい環境が整いつつあることがわかっ

た。とはいえ、家庭と仕事の両立の不安は依然残るであろう。こうした不安に対し、実際

に再就業した女性がロールモデルになって、再就業前後の家族や子どもの変化について

語る講座の提供などが有効であろう。また、中小企業庁が実施していた「中小企業新戦力

発掘プロジェクト」のような取り組みも求められよう。この事業では、再就業を希望する

女性がインターンとして中小企業・小規模事業所で実際に働き、能力が十分であるか、会

社との相性がいいかなどについて、本人と会社がそれぞれに確認し、合意に至れば正式に

採用につながる。このような再就業に対する不安の払拭が求められよう。 
 

③ 女性管理職 
1 年目研究で、女性管理職が少ないこと、また管理職でないため、正社員であっても給
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豊中市における女性の就労に関する事業所アンケート 

〈アンケートご協力のお願い〉 
 
 
・日ごろは、豊中市政にご協力いただき、まことにありがとうございます。 
・豊中市役所都市経営部とよなか都市創造研究所では、令和元年度、令和 2 年度の 2 ヵ年にわたって「豊

中市における女性の就労に関する調査研究」を行っております。本事業は、豊中市に住む女性の就労につ

いての実態を把握し、今後の施策の参考とさせていただくため、アンケートを実施することになりまし

た。 
・このアンケートは豊中市の事業所 140 か所に対して実施するものです。 
・ご記入いただいた内容については、施策検討や関連分野研究の基礎研究としてのみ利用いたします。す

べて統計的に処理いたしますので、回答者・回答事業所が特定されたり、個々の内容がほかにもれたりす

ることは一切ありません。 
・お忙しいところまことに恐縮ですが、アンケートの主旨をご理解いただき、ご協力くださいますようお

願い申し上げます。 
 
令和 2 年(2020 年)9 月  

豊中市長 長内繁樹 
 

令令和和 22 年年((22002200 年年))1100 月月 55 日日((月月曜曜日日))までに、この用紙にご記入いただき、同封の返

信用封筒にてご返信ください。 
ご記入に関しては、貴事業所の人事担当もしくは総務担当の方にいただきますようよろしくお願いいた

します。ただし、制度や採用については、企業単位でお答えいただいてけっこうです。 
 
 
問い合わせ先 
豊中市役所都市経営部とよなか都市創造研究所 
〒561-0884 豊中市岡町北 3-13-7 人権平和センター豊中 3 階 
電話 06-6858-8811 ファクス 06-6858-8801 
担当：熊本、石村 
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【【ⅠⅠ..貴貴事事業業所所のの業業種種やや社社員員数数ななどどににつついいてておおたたずずねねししまますす】】  
  
問問 【【主主なな業業種種】】

貴事業所の業種のうち、主なものを選んでください（（〇〇はは つつ））。。

1. 建設業  9. 学術研究、専門・技術サービス業 
2. 製造業 10. 宿泊業、飲食サービス業 
3. 電気・ガス・熱供給・水道 11. 生活関連サービス業、娯楽業 
4. 情報通信業 12. 教育、学習支援業 
5. 運輸業、郵便業 13. 医療、福祉 
6. 卸売業、小売業 14. 複合サービス業 
7. 金融業、保険業 15. その他のサービス業 
8. 不動産業、物品賃貸業  

 
問問 【【正正社社員員数数ととパパーートト、、アアルルババイイトト、、契契約約社社員員数数】】

貴事業所の正社員とパート、アルバイト、契約社員の男女別の人人数数を記入してください おおよその数字

でかまいません 。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

正社員数
パート、アルバイト、

契約社員数

男性 人 人

女性 人 人

ii
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問問 【【役役職職者者・・役役員員人人数数】】

現在、貴事業所の役職者 常勤役員の兼務者を除く 、および常勤役員の人人数数を記入してください おおよ

その数字でかまいません 。常勤役員の定義は貴事業所の実態によりご判断ください。該該当当者者ががいいなないい場場

合合はは「「 」」を記入してください。

※この調査で言う「役職者」には、事業所の組織系列の各部署において、配下の係員などを指揮監督する

役職の外、専任職、スタッフ職と呼ばれている役職を含みます。部長、課長などの役職名を使用していな

い場合や、次長、課長代理、課長補佐など役職欄にない職については、貴事業所の実態によりどの役職に

該当するか適宜ご判断ください。

※この調査で言う「管理職」とは、課長相当職以上の役職者を指します。

 
 
付付問問 【【女女性性のの役役職職者者にに対対すするる意意識識】】

貴事業所の女性の役職者数は適切であると思いますか。あてはまるものに〇をつけてください（（11 つつにに

〇〇））。。 
1. とても少ないと思う 
2. やや少ないと思う 
3. 適切であると思う 
4. やや多いと思う 
5. とても多いと思う 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

役職者(常勤役員の兼務者を除く)

係長・主任相当職 課長相当職 部長相当職

男性 人 人 人 人

女性 人 人 人 人

常勤役員管理職

iii
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付付問問 【【女女性性のの役役職職者者がが少少なないい理理由由】】

問 で女性の役職者が「 とても少ないと思う。」「 やや少ないと思う」と回答された方にお尋ねし

ます。貴事業所の女性役職者が少ない理由について下記のあてはまるものすべてに〇をつけてください

（（〇〇ははいいくくつつででもも））。。

1. 採用の時点で女性が少ない 
2. 現時点では、必要な知識や経験、判断力などを有する女性が少ない 
3. 将来役職に就く可能性のある女性はいるが、現在、役職に就くための在職年数などを

満たしている者は少ない 
4. 女性のほとんどが役職者になるまでに退職する 
5. 女性は家庭責任を多く持っているため 
6. 能力などの要件を満たしても女性本人が希望しない 
7. その他 

その他を選択された事業所はその理由を下の（ ）にお書きください。

（（ ））
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【【ⅡⅡ..女女性性正正社社員員のの活活躍躍やや登登用用ににつついいてておおたたずずねねししまますす】】  
 
問問 【【女女性性正正社社員員のの活活躍躍ののたためめのの具具体体的的なな施施策策】】

現在、貴事業所では、女性正社員の活躍を促すために以下のような方策を行っていますか？次の各項目

について、あてはまるものに〇をつけてください そそれれぞぞれれ つつにに〇〇 。

 
 
 
 
 
 

過去に実施し
ていた

現在、実施中
である

実施する予定・
計画がある

実施する予定・
計画はない

出産休暇や育児休業制
度の導入

1 2 3 4

出産や育児にかかる制
度の積極的取得の奨励

1 2 3 4

短時間勤務制度の導入 1 2 3 4

出産や育児による休業
が不利にならないような
評価制度の導入

1 2 3 4

多様なキャリアコースの
導入

1 2 3 4

管理職に占める女性労
働者の人数や比率等に
対する目標値の設定

1 2 3 4

女性に対する昇格試験
等の受験奨励

1 2 3 4

セミナー等女性の役職
昇進につながる教育訓
練の実施

1 2 3 4

ロールモデル（お手本）
となる女性役職者の育
成や周知

1 2 3 4

女
性
正
社
員
へ
の
取
り
組
み

女
性
役
職
者
増
に
対
す
る
取
り
組
み

v
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問問 【【女女性性正正社社員員のの継継続続状状況況】】

貴事業所の妊娠・出産を経験した女性正社員の就業継続の状況は、次のうちどれに最も近いですか？あ

てはまるものに〇を付けてください つつにに〇〇 。。

1. ほとんどの女性が出産後も正社員として働き続けている 
2. 妊娠または出産前に離職するものもいるが、出産後も働き続ける女性もいる（どちらともいえない） 
3. 正社員からパート、アルバイト、契約社員など働き方が変わる 
4. 妊娠や出産まで働き続ける女性は少ない 

 
問問 【【女女性性正正社社員員のの離離職職理理由由】】

貴事業所の女性正社員の離職理由として、どのようなものが多いですか？あてはまるものに〇をつけて

ください 〇〇はは つつままでで 。。

1. 結婚 6. 配偶者の転勤 
2. 妊娠・出産 7. 定年（早期退職制度の活用を含む） 
3. 育児 8. その他 
4. 家族の介護 9. 離職者はほとんどいない 
5. 転職 10. 把握していない 

その他を選択された事業所はその理由を下の（ ）にお書きください。

（（ ））

 
問問 【【育育児児休休業業とと昇昇進進】】

女性正社員の育児休業取得後の直近の役職 係長・主任相当職以上 への昇進についておたずねします。

貴事業所では、育児休業を取得した場合としなかった場合を比較して、昇進までの期間に差が生じてい

ますか？あてはまるものに〇をつけてください つつにに〇〇 。。

1. 育児休業期間と同程度の期間、昇進が遅れる 
2. 育児休業期間より長い期間、昇進が遅れる 
3. 育児休業期間より短い期間、昇進が遅れる 
4. 育児休業を取得しても昇進は遅れない 
5. 勤務年数を昇進の基準にしていない 
6. 該当者がいない 
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問問 【【育育児児休休業業やや短短時時間間勤勤務務制制度度をを利利用用すするる女女性性のの処処遇遇】】

現在、育児休業制度や短時間勤務制度を導入し、その制度を活用されている女性正社員がおられる事業

所におたずねします。これらの制度の利用の有無によって、人事上の処遇（配属先の部署が限定されるな

ど）に差が生じていますか？あてはまるものに〇をつけてください（〇〇はは 11 つつ）。 
1. 制度を利用することによって、人事上の処遇に差が生じている 
2. 制度を利用しても、人事上の処遇はまったく変わらない 

 
付付問問 【【女女性性のの処処遇遇差差のの解解消消ににつついいてて】】

問 2-5 で「1.制度を利用することによって、人事上の処遇に差が生じている」と回答された事業所におた

ずねします。その人事上の差はどこで解消されますか？あてはまるものに〇をつけてください（〇〇はは 11
つつ）。 
1. 制度利用終了後すぐに処遇の差は解消される 
2. 子育て等が落ち着いた段階で処遇の差は解消される 
3. 処遇の差は解消されない 

 
問問 【【育育児児休休業業やや短短時時間間勤勤務務制制度度をを利利用用すするる女女性性のの処処遇遇】】

育児休業や短時間勤務制度利用者と制度を利用していない女性正社員と比べて、仕事の内容に差が生じ

ていますか？あてはまるものに〇をつけてください（（ つつにに〇〇））。。

1. 仕事の内容が異なる 2. 仕事の内容は異ならない 
※この調査で言う「仕事の内容の差」とは、担当から外れる、特定の部署に配属されることを意味します。 
 
付付問問 【【仕仕事事のの内内容容にに差差がが生生じじるる理理由由】】

「 仕事の内容が異なる」を選択した事業所の方におたずねします。貴事業所において、制度を利用し

た女性正社員と制度を利用していない女性正社員の仕事の内容に差が生じている理由は何でしょうか？

あてはまるものに〇をつけてください（（〇〇ははいいくくつつででもも））。。

1. 残業や出張が制限されるため 
2. 休みがちになるため 
3. 退社する可能性が高いため 
4. 仕事を長期間離れていたことへの配慮のため 
5. 仕事の負担を減らした分、非正規雇用の社員を採用したため 
6. 面談を行い、仕事の内容を変えてほしいという要望があったため 
7. 仕事と家庭の両立を支援するため 
8. その他 

その他を選択された事業所はその理由を下の にお書きください。
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【【ⅢⅢ..両両立立支支援援策策ななどどににつついいてておおたたずずねねししまますす】】  
  

問問 【【両両立立支支援援制制度度策策、、ワワーークク・・ラライイフフ・・ババラランンススををすすすすめめるるたためめのの方方策策】】

両立支援制度とは、仕事と家庭生活の両立がしやすい環境づくりを目的とした制度をさします。貴事業

所では、出産・育児・介護をしている従業員やそれ以外の従業員に対して、両立支援策やワーク・ライフ・

バランスを進めるために以下のような方策を実施していますか？あてはまるものに〇をつけてください

そそれれぞぞれれ つつにに〇〇 。。

 
 
問問 【【育育児児休休業業制制度度・・短短時時間間勤勤務務制制度度のの利利用用状状況況】】

貴事業所の休業制度・育児のための短時間勤務制度と利用状況についておたずねします。次の①と②に

ついて、 ・ それぞれについてお答えください そそれれぞぞれれ つつにに〇〇 。。

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

実施している
実施していないが
現在検討中である

実施する予定はな
い

結婚・出産・介護後の就業継続意識の向上の推進・
働きかけ

1 2 3

両立支援制度の従業員への周知 1 2 3

従業員の出産・育児・介護に係る休業や短時間勤務
について職場(上司や同僚)の協力の確保

1 2 3

企業全体としての所定外労働(残業)削減の取り組み 1 2 3

Ａ.育児休業制度 Ｂ.育児のための短時間勤務制度
①女性対象者(出産
者)の有無と利用者
の有無(過去3年間)
(1つに〇)

過去3年間において
1.出産者なし
2.出産者あり、利用者なし
3.利用者あり

過去3年間において
1.対象者なし
2.対象者あり、利用者なし
3.利用者あり

②男性の対象者の
有無と利用者の有
無(過去3年間)
(1つに〇)

過去3年間において
1.配偶者が出産した者なし
2.配偶者が出産した者あり、利用者なし
3.利用者あり

過去3年間において
1.対象者なし
2.対象者あり、利用者なし
3.利用者あり
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問問 【【両両立立支支援援制制度度のの有有無無とと利利用用実実績績】】

貴事業所では、現在、以下の出産・育児・介護に係る支援制度がありますか？ある場合、それらの制度の

過去 年間の利用実績はどうですか？ 次の各項目について、 制度の導入の有無と、「すでに導入済み」

の場合には、 過去 年間の利用実績について、それぞれあてはまるものに〇をつけてください（（そそれれ

ぞぞれれ つつにに〇〇））。。

※制度があるとは、就業規則や社内規定などに明文化されている状態を指します。

 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

導入予定
なし

導入予定
すでに導
入済み

実績なし 実績あり

フレックスタイム制度 1 2 3 1 2

始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ 1 2 3 1 2

所定外労働(残業、休日労働、深夜
業)を免除する制度

1 2 3 1 2

事業所内託児施設の運営 1 2 3 1 2

子育てサービス費用の援助措置など
(ベビーシッター費用など)

1 2 3 1 2

在宅勤務制度 1 2 3 1 2

子の看護休暇制度 1 2 3 1 2

職場復帰支援策(復帰をスムーズに
するためのセミナーの開催など)

1 2 3 1 2

配偶者が出産の時の男性の休暇制
度

1 2 3 1 2

転勤免除(地域限定正社員制度など) 1 2 3 1 2

介護休業制度 1 2 3 1 2

介護のための短時間勤務制度 1 2 3 1 2

Ａ.制度の有無
(明文化されているもの)

(Ａ.「すでに導入済み」の場合)
Ｂ.過去3年間の利用実績
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問問 【【育育児児休休業業のの効効果果】】

育児休業取得による効果としてどのような効果を想定していますか？男女それぞれについてあてはまる

ものに〇をつけてください（（〇〇ははいいくくつつででもも））。。

 

その他を選択された事業所はその効果を下の にお書きください。

( ) 

問問 【【ワワーークク・・ラライイフフ・・ババラランンススのの実実現現にに向向けけててのの取取組組みみ】】

貴事業所では、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けてどのような取組みが必要と感じていますか？あ

てはまると思われるものに〇をつけてください（（〇〇はは つつままでで））。。

1. フレックスタイム制度 
2. 在宅勤務制度 
3. 短時間勤務制度 
4. 事業所内託児施設や保育所を設けること 
5. 育児・介護休業中の経済的支援があること 
6. 育児・介護休業後、職場復帰しやすいこと 
7. 育児・介護休業後、職場復帰したときのための訓練や研修が充実すること 
8. 育児休業者の代替要員が確保されていること 
9. 仕事と生活の両立しやすい職場の雰囲気があること 
10. 上司の理解があること 
11. その他 
12. 特に考えていない 

その他を選択された事業所はその取組みを下の（ ）にお書きください。

（（ ））

 
 
 
 
 

思いやり
や対人関
係などの
人間性を
磨く良い
機会であ
る

社外での
人的ネット
ワークを拡
大する良
い機会で
ある

社外の価
値観や考
え方に触
れる良い
機会であ
る

仕事での
時間管理
を上手に
行う能力
が高まる

仕事を効
率的に進
める能力
が高まる

仕事を新
しい観点
から見るこ
とができる

社内の
ロールモ
デル(お手
本)として
の期待

その他
効果はな
い

男性 1 2 3 4 5 6 7 8 9

女性 1 2 3 4 5 6 7 8 9
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問問 【【ワワーークク・・ラライイフフ・・ババラランンススのの取取組組みみにに対対すするる事事業業所所全全体体のの反反応応】】

貴事業所では仕事と家庭の両立支援策などの整備により、事業所全体ではどのような反応がありました

か？次の各項目について、あてはまるものに〇をつけてください そそれれぞぞれれ つつにに〇〇 。両立支援策に取

り組んでいない場合は、無無回回答答でかまいません。

 
 
問問 【【育育児児・・介介護護目目的的のの制制度度利利用用者者以以外外のの社社員員にに対対すするる取取組組みみ】】

育児・介護目的の制度利用者以外の社員に対して仕事と家庭のバランスの両立を確保するために取り組

んでいることはありますか？あてはまるものに〇をつけてください（（〇〇ははいいくくつつででもも））。。

1. 育児・介護以外の目的でも活用できる両立支援制度の拡充を図る 
2. すべての従業員が無理のない働き方ができるよう働き方の見直しを図る 
3. 育児・介護目的での制度利用のために、特定の人に負担がかからないように、職場の

マネジメント面で工夫を図る 
4. 制度利用対象外の人に理解を得るための周知活動を行っている 
5. その他 
6. 特に実施していない、わからない 

その他を選択された事業所はその取組みを下の（ ）にお書きください。

（（ ））  
 
 
 

そう思う
ややそう
思う

どちらとも
いえない

あまりそう
思わない

そう思わ
ない

職場の雰囲気がよくなった 1 2 3 4 5

職場が活性化した 1 2 3 4 5

女性の勤続年数が伸びた 1 2 3 4 5

女性の役職者が増えた 1 2 3 4 5

女性のモチベーションが上がった 1 2 3 4 5

男性のモチベーションが上がった 1 2 3 4 5

対象とならない人から不満が出た 1 2 3 4 5

女性に対する偏見が弱まった 1 2 3 4 5

残業削減が進んだ 1 2 3 4 5

離職者が減った 1 2 3 4 5

取組みには予算が必要な事項が多かった 1 2 3 4 5

1人あたりの負担が増大した 1 2 3 4 5
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【【ⅣⅣ..非非正正規規雇雇用用((パパーートト、、アアルルババイイトト、、契契約約社社員員))ににつついいてておおたたずずねねししまますす】】  
 
問問 【【パパーートト、、アアルルババイイトト、、契契約約社社員員のの意意欲欲】】

貴事業所のパート、アルバイト、契約社員の仕事に対する意欲は正社員の方と比べてどのように思われ

ますか？それぞれあてはまるものに〇をつけてください（（そそれれぞぞれれ１１つつにに〇〇））。。

 
 
問問 【【パパーートト、、アアルルババイイトト、、契契約約社社員員かかららのの正正社社員員登登用用ににつついいてて】】

貴事業所で過去 年間、パート、アルバイトや契約社員に対する正社員登用の実績はありますか？あて

はまるものに〇をしてください（（〇〇はは つつ））。。

1. 正社員登用の仕組みがあり、登用実績もある 
2. 正社員登用の仕組みはあるが、登用実績はない 
3. 正社員登用の仕組みはない 
4. わからない 

 
問問 【【パパーートト、、アアルルババイイトト、、契契約約社社員員でで働働くく女女性性のの労労働働時時間間】】

貴事業所で働くパート、アルバイト、契約社員の女性の労働時間はどのような傾向にありますか？あて

はまるものに〇をつけてください（（〇〇はは つつ））。。

1. 以前から年収の上限(103 万円や 130 万円)を意識した働き方をする傾向にある 
2. 以前は年収の上限を意識した働き方をしていたが、近年、年収の上限を意識しない働

き方をする傾向にある 
3. 以前から年収の上限を意識する人と年収の上限を意識しない人が同程度いる 
4. 以前は年収の上限を意識しない働き方をしていたが、近年、年収の上限を意識した働

き方をする傾向にある 
5. 以前から年収の上限を意識しない働き方をする傾向にある 
6. わからない 

 
 
 

そう思う
ややそう
思う

どちらとも
いえない

あまりそう
思わない

そう思わ
ない

仕事よりも子育てなどを優先する
傾向にある

1 2 3 4 5

能力やスキルの向上に意欲的だ 1 2 3 4 5

出世や昇進に意欲的だ(正社員へ
の転換などに積極的)

1 2 3 4 5

興味・好奇心を持って仕事に取り
組んでいる

1 2 3 4 5

責任感に欠けるところがある 1 2 3 4 5
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問問 【【パパーートト、、アアルルババイイトト、、契契約約社社員員のの活活用用理理由由】】

貴事業所においてパート、アルバイト、契約社員を採用する理由は何ですか？あてはまるものに〇をつ

けてください（（〇〇ははいいくくつつででもも））。。

1. 人件費を抑えるため 
2. 1 日あるいは週の繁閑に対応するため 
3. 社会保険料のコストを節約するため 
4. 正社員を確保できなかったため 
5. 正社員の育児・介護休業対策の代替として 
6. 高齢者の再雇用対策 
7. 専門的業務に対応するため 
8. 即戦力・能力のある人材を確保するため 
9. その他 

その他を選択された事業所はその理由を下の（ ）にお書きください。

（（ ））  
 
 
問問 【【パパーートト、、アアルルババイイトト、、契契約約社社員員でで働働くく女女性性のの待待遇遇のの是是正正】】

貴事業所では、パート、アルバイト、契約社員で働く女性の待遇の是正として、どのようなことに取り組

みましたか？あてはまるものに〇をつけてください。（（〇〇ははいいくくつつででもも））。。

1. 正規雇用との賃金格差の是正 
2. 産休や育児休業の取得を認める 
3. 介護休業の取得を認める 
4. 希望する場合、正規雇用へ転換 
5. 手当等待遇に差がある場合の是正 
6. その他 

その他を選択された事業所はその取組みを下の（ ）にお書きください。

（（ ））  
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【【ⅤⅤ..採採用用方方針針にに関関ししてておおたたずずねねししまますす】】  

問問 【【正正社社員員のの採採用用方方針針】】

貴事業所の正社員の採用方針にあてはまるものに〇をつけてください（（〇〇はは つつ））。

1. 新卒採用を主とした採用をしている 
2. 中途採用を主とした採用をしている 

 
問問 55--22 【【正正社社員員のの採採用用方方針針のの方方向向性性】】  
近年、貴事業所の正社員の採用方針は変化しましたか？あてはまるものに〇をつけてください（（〇〇はは

つつ））。

1. 以前に比べ、新卒採用の枠を増やした 
2. 以前に比べ、中途採用の枠を増やした 
3. 特に変化はない 

  
問問 【【中中途途採採用用のの有有無無】】  
貴事業所において、過去 年間、正社員の中途採用の募集を行いましたか？あてはまるものに〇をつけ

てください 〇〇はは つつ 。。

1. 募集を行った 2. 募集は行っていない 3. わからない 

 
付付問問 【【女女性性のの中中途途採採用用】】

問 で「 募集を行った」を回答した事業所におたずねします。

子どものいる女性（子どもの年齢は 歳くらいまで）の応募はありましたか？あてはまるものに〇をつ

けてください 〇〇ははいいくくつつででもも 。。

1. 応募があり、採用した 
2. 応募はあったが採用に至らなかった 
3. 応募はなかった 
4. 女性に子どもがいるかどうかわからない 

 
問問 【【ひひととりり親親世世帯帯のの女女性性のの採採用用】】

過去 年の間に、子育てと生計の担い手という つの役割を 人で担う女性（ひとり親世帯の母親）を

採用したことがありますか？あてはまるものに〇をつけてください（（〇〇ははいいくくつつででもも））。。

1. 正社員として採用した 
2. パート、アルバイト、契約社員として採用した 
3. 正社員、パート、アルバイト、契約社員、いずれにおいても採用しなかった 
4. ひとり親世帯の母親なのかどうかわからない 

 

xiv



xv 
 

 
付付問問 【【雇雇用用形形態態別別、、母母子子家家庭庭のの母母親親のの仕仕事事へへのの取取組組みみ】】

ひとり親世帯の母親を採用した事業所におたずねします。採用した女性の方は他の正社員の女性、ある

いは他のパート、アルバイト、契約社員の女性と比べて、どのような傾向にありますか？Ａ，Ｂそれぞれ

にあてはまるものに〇をつけてください（〇はそれぞれ つ）。

ＡＡ 正正社社員員（（問問 でで「「 正正社社員員ととししてて採採用用」」にに回回答答））

 
ＢＢ．．パパーートト、、アアルルババイイトト、、契契約約社社員員（（問問 でで「「パパーートト、、アアルルババイイトト、、契契約約社社員員ととししてて採採用用ししたた」」にに回回

答答））

 
 
 
 
 
 

そう思う
ややそう
思う

どちらとも
いえない

あまりそう
思わない

そう思わ
ない

仕事よりも子育てなどを優先する
傾向にある

1 2 3 4 5

仕事を休むことが多い 1 2 3 4 5

出世や昇進などに意欲的だ 1 2 3 4 5

正社員への転換などに積極的だ 1 2 3 4 5

興味・好奇心を持って仕事に取り
組んでいる

1 2 3 4 5

そう思う
ややそう
思う

どちらとも
いえない

あまりそう
思わない

そう思わ
ない

仕事よりも子育てなどを優先する
傾向にある

1 2 3 4 5

仕事を休むことが多い 1 2 3 4 5

能力やスキルの向上に意欲的だ 1 2 3 4 5

正社員への転換などに積極的だ 1 2 3 4 5

興味・好奇心を持って仕事に取り
組んでいる

1 2 3 4 5
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問問 【【中中途途採採用用のの正正社社員員ととパパーートト、、アアルルババイイトト、、契契約約社社員員にに求求めめるる資資質質等等】】

貴事業所の中途採用の方とパート、アルバイト、契約社員の方を採用するにあたってどのような基準で

採用を行っていますか？それぞれあてはまるものに〇をつけてください（（そそれれぞぞれれ〇〇はは つつままでで））。。

 
その他を選択された事業所はその基準を下の にお書きください。

 
 
問問 【【最最近近ののパパーートト、、アアルルババイイトト、、契契約約社社員員のの確確保保】】

貴事業所では昨年（令和元年、 年）、パート、アルバイト、契約社員を希望する女性は多かったです

か？また、採用に至りましたか？あてはまるものに〇をつけてください（（〇〇はは つつ））。。

1. 以前よりも応募が多く、思った通りの採用ができた 
2. 以前よりも応募が多かったが、採用者は少なかった 
3. 例年通りの応募があり、思った通りの採用ができた 
4. 例年通りの応募であったが、採用者は少なかった 
5. 以前よりも応募は少なかったが、思った通りの採用ができた 
6. 以前よりも応募が少なく、採用者は少なかった 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コミュニ
ケーション
能力があ
ること

仕事に関
連する資
格の保有

残業や出
張等、柔
軟な対応
ができるこ
と

就業のブ
ランクが短
く、訓練に
時間がか
からないこ
と

就業が不
規則にな
りがちでな
いこと

一定期間
の継続的
な就業が
見込める
こと

フルタイム
での勤務
が可能で
あること

子どもが
いる場合、
子どもが
ある程度
の年齢で
あること

子どもが
いる場合、
身近にサ
ポートする
人や機関
があること

これまで
培ってき
た経験

その他

中途採用の正
社員

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

パート、アルバ
イト、契約社員

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
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付付問問 【【パパーートト、、アアルルババイイトト、、契契約約社社員員のの希希望望者者確確保保のの理理由由】】

問 で「以前よりも応募が多く」もしくは「例年通りの応募」を選択した事業所におたずねします。ど

のような理由で「応募が多かった」「例年通り」だったとお考えですか？あてはまるものに〇をつけてく

ださい（〇〇はは つつままでで）。また、「以前よりも応募が少なかった」を選択した事業所におたずねします。ど

のような理由で「応募が少なかった」とお考えですか。下に理由をお書きください。

1. 相場と比べて時給が高い 
2. 拘束時間が短い 
3. 正社員への登用制度がある 
4. 仕事内容が魅力的だ 
5. 時間外労働が少ない 
6. 深夜業がない 
7. 家庭の事情等で休みやすい 
8. 育児休業制度・介護休業が充実している 
9. 将来性がある 
10.  採用される可能性が高い 
11.  その他 

 
その他を選択された事業所はその理由を下の にお書きください。

( ) 
 
応募が少なかったと考える理由 
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【【おお礼礼ととごご協協力力のの依依頼頼】】  
  

アンケートに最後まで回答していただきありがとうございます。 
豊中市役所都市経営部とよなか都市創造研究所では、令和元年度、2 年度の 2 年間にわたって「豊中市

の女性の就労に関する調査研究」を行っております。本年度は、豊中市に事業所を設置している事業所に

今回のアンケートとインタビューを行うことを予定しております。そのインタビューにご協力いただけ

る事業所を探しております。インタビューの中身は、今回のアンケートの回答についてです。もしご協力

いただけるとのことでしたら、下記の欄に事業所名等をお書きください。ご協力よろしくお願いいたし

ます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ご担当部署、
ご担当者名

事業所名

所在地

電話番号

ｅ－ｍａｉｌ
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